
 

 

 

 

 

 

 

 

 

農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画 
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１．農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の促進による農山漁村の活性化

に関する方針 

 

(１) 地域の特徴 

本町は、九州のほぼ中央、熊本県の最北端、阿蘇外輪山の外側にあり筑後川の上流に位置

している。 

総面積の 74％を山林が占める農山村地域であることに加え、阿蘇～久住を中心とする日本

有数の地熱地帯であるため、民家の庭や畑などから湯煙が上がる地区もあり、温泉や発電所

等による地熱活用も盛んである。 

これらの豊富な森林資源と地熱資源によって、本町は再生可能エネルギーの高いポテンシ

ャルを有しているといえる。平成 30年 6月には、これらの地域資源を活かした持続可能な

まちづくりを目指し、国から SDGs未来都市の選定を受けた。 

 

(２) 農林業の現状 

稲作、畜産に加え、高冷地の気候を利用して大根、ほうれん草等の栽培・加工が盛んに行

われ、近年では機能性野菜である菊芋栽培の他、企業進出に伴う桑の葉（養蚕用、食品加工

用）の産地化検討が進められている。 

また林業については、冷涼で雨量に富む環境から産出される銘木「小国杉」が林業の基幹

をなし、畜産では、昭和 30年代にジャージー種の乳牛を導入し、６次産業化とブランディ

ングに成功している。 

町内には、これらの農林畜産業の加工関連施設に加えて、レストランやカフェ、販売所

（道の駅、温泉宿等）が点在し、６次産業の基盤が構築されている。 

 

(３) 再生可能エネルギーの現状 

本町が有する再生可能エネルギーのポテンシャルを活用するため、これまでに「環境モデ

ル都市（平成 26年３月選定）」での行動計画や総務省「分散型エネルギーインフラプロジェ

クト・マスタープラン策定事業（平成 27年度実施）」等を通じ、地域エネルギーの農林業へ

の活用を検討してきた経緯がある。 

また、平成 28年８月には地域小売電気事業者「ネイチャーエナジー小国株式会社」を設

立し、電力小売りによるエネルギー地産地消及び地域振興に資する調査・企画・事業興しを

通じた地方創生の実現を目指している。 

 

(４) 地域農林業への再生可能エネルギーの活用 

本町では、前述の現状を踏まえ、地域で創出された再生可能エネルギーを地域内で消費又

は売電・売熱することにより、地域内経済循環を実現するとともに、農林業者の経営安定化

に貢献し、農林業の競争力向上を図ることとする。 



 

２．再生可能エネルギー発電設備の整備を促進する区域 

地区 区域の所在 地目 地積（㎡） 備   考 

Ａ 阿蘇郡小国町西里 3033-2 雑種地  温泉熱発電施設 

Ｂ 阿蘇郡小国町西里・北里の一部   

地熱発電施設 

詳細な区域の所在について

は別紙 1を参照 

※地図については別紙 1 を参照 

 

３．２の区域において整備する再生可能エネルギー発電設備の種類及び規模 

 

地区 発電設備の種類 発電設備の規模 備   考 

Ａ 温泉熱発電（バイナリー）     50 kW 小国まつや発電所 

Ｂ 
地熱発電 

（フラッシュ又はバイナリー） 
 

発電設備の規模は資源調査の結果

により設定される。 

 

 

４．再生可能エネルギー発電設備の整備と併せて農林地の農林業上の効率的かつ総合的な利用確保

を図る区域及び当該確保に係る事項 

 

 該当なし 

 

 

５．再生可能エネルギー発電設備の整備と併せて促進する農林漁業の健全な発展に資する取組みに

関する事項 

 

地区 
再生可能エネルギー発電設備の整備と併せて促進

する農林漁業の健全な発展に資する取組みの内容 
備    考 

Ａ 再生可能エネルギー電気を地域小売電気事業

者（地域ＰＰＳ）に供給することで、本町が計

画する再生可能エネルギーの地産地消による農

林漁業施設のコスト低減、観光業との連携等の

取組に貢献する。 

 地域小売電気事業者「ネイチャーエ

ナジー小国株式会社」は、農林業関係

者への電力小売の実施及び農林業振興

事業への投資によって、農林業者の経

営力向上延いては地域の農林業の活性

化に貢献する。 

Ｂ 



 

 

６．自然環境の保全との調和その他の農山漁村における再生可能エネルギー電気の発電の促進に関

し配慮すべき重要事項 

 

（１）自然環境の保全と調和 

 地域の植生、野生動物の生態、水質等の自然環境に影響を及ぼす可能性があることから、必要

に応じて「小国町環境にいいこと推進会議」等と連携し、本町の緑豊かな自然環境を次の世代に

残すための配慮を行う。 

 

（２）景観の保全 

 気候風土に適した形で農林漁業を営む中で、地域固有の個性ある美しい景観がつくられている

ことから、これらの景観が損なわれることのないよう「小国町景観条例（平成 26年 9月 10日条

例第 21号）」等に基づいた適切な配慮を行う。 

 

 

７．農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進による農山漁村の

活性化に関する目標及びその達成状況についての評価 

（１）目標 

 地域の農林漁業の健全な発展に資する取組を行う再生可能エネルギー発電設備として、2020年

までに、町内で稼働する温泉熱バイナリー発電施設を 5か所とし、町が関与する事業主体による

地熱発電の具体的な体制を明らかにすることを目指す。 

 

（２）目標の達成状況についての評価 

（１）の目標の達成度合いを確認するため、毎年度、認定設備整備計画の実施状況を調査し、そ

の進捗を確認することとする。 

 

 

８．再生可能エネルギー発電設備の整備を促進する区域において整備する再生可能エネルギー発電

設備の撤去及び原状回復 

 

設備整備事業者が再生可能エネルギー発電事業を中止又は終了する際は、自身の責任において

施設の撤去及び土地の原状回復等の対策を行うものとし、その実施にあたっては事前に本町へ報

告するものとする。 

 

９．農林地所有権移転等促進事業に関する事項 



 

 

 該当なし 

 

 

10．農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関するその他事

項 

 

（１）ホームページによる周知 

 基本計画に基づく取組の促進や関係住民関係住民等の理解を図るため、ホームページ等により

広く周知する。 

 

（２）設備整備計画の認定 

 設備整備計画の審査を行う際には、内容が基本計画に適合するものであることに加え、設備整

備計画が実施されることが確実であることを確認する。 

また、設備整備計画の認定を行う際には、実施状況の報告を行うこと、是正の指導に従うこと

等の条件を付すこととする。 

 

（３）区域外の関係者との連携 

 本町及び再生可能エネルギー発電事業者は、本町の区域外の関係者とも相互連携し、優良事例

等の情報共有を行いつつ、農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー発電に取り

組む。 

 

 

 

 

 



 

（別紙 1） 

 

再生可能エネルギー発電設備の整備を促進する区域(地図) 

 

A:阿蘇郡小国町西里 3033-2(温泉熱バイナリー) 

 

  



 

B: 阿蘇郡小国町西里・北里地区の一部 

科学的知見に基づく資源調査の結果、新たな地熱発電に必要な地熱資源の賦存が見

込まれるとともに、周辺温泉への影響も含めた持続可能な開発が見込まれる地点(これ

らが判明次第、別途促進区域として設定を行う) 

1)阿蘇郡小国町西里地区(地熱フラッシュ及び温泉熱バイナリー) 

 

2)阿蘇郡小国町北里地区(地熱フラッシュ及び温泉熱バイナリー) 

 


